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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

Ⅱ 決算から区財政の状況をお示しします 
 

 

日本の官庁会計制度は、明治 22 年に当時のプロイセンからカメラル式簿記（単式簿

記・現金主義会計）が導入されたことが起源とされています。現在、欧米の各国では、

行財政の効率化や世代間負担の公平性などをより精緻に分析できるよう、複式簿記・発

生主義会計の導入が進められています。 

日本の地方自治体においても、住民の信頼と理解のもとに地方分権を推進していくた

め、不断の行財政改革を行いながら、バランスシートや行政コスト計算書の活用を一層

進めるとともに、第三セクターなどを含めた連結財務書類の作成・公表に向けた「地方

公会計改革」の取り組みが推進されています。 

平成 26 年４月、総務省の「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」が報告書を

取りまとめ、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関す

る統一的な基準が示されました。また、平成 27 年１月、総務省が「統一的な基準によ

る地方公会計マニュアル」を取りまとめ、原則として平成 27 年度から平成 29 年度ま

での３年間ですべての地方公共団体において、統一的な基準による財務書類等を作成す

ることとされました。大田区においては、平成 28 年度決算より作成し、本レポートに

おいて公表しております。 

大田区は、効果的・効率的な区政運営の推進等により、これまで堅実な財政運営を実

現してきました。しかし、中長期的な視点で将来を見据えると、少子化・超高齢社会へ

の対応や、公共施設の更新時期が集中することなど、区財政は、多くの圧迫要因を抱え

ています。こうした状況を踏まえ、短期的な収支均衡だけでなく、将来の人口構成の変

化を見据え、安定した行政サービスを提供できる持続可能な財政運営を行っていくこと

が極めて重要です。 

こうした時代を迎え、行財政における自主・自律性を一層確かなものとするため、さ

らなる行財政改革を進めていきます。社会経済状況の変化に機動的に対応し、経営改革

を推進し、時代に即した良質な行政サービスを区民に提供していきます。 
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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

Ⅱ－1 普通会計決算等による区財政の状況(令和２年度決算) 
 

１ 普通会計決算でみる区財政の状況                 

（１）決算規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通会計の令和２年度収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  令和２年度普通会計決算の歳入総額は 3,558 億 3,809 万円、歳出総額は 3,482

億 9,414 万円で、形式収支※2 は 75 億 4,395 万円となり、これから翌年度に繰り

越すべき財源を差し引いた実質収支※3 は 72 億 1,758 万円となりました。 

《用語解説》 

・形式収支※2 

歳入総額から歳出総額を引いた現金ベースでの収支の結果です。 

・実質収支※3 

形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した決算の剰余金です。 

・実質単年度収支※4 

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支から、財政基金への積立や 

取崩しなどの要素を加味したものです。 

・標準財政規模※5 

一般財源（特別区税、財政調整交付金等）を基礎として、その地方公共団体の標準的な財政規

模を示すものです。 

・実質収支比率※6 

標準財政規模に対する実質収支の割合です。 

（単位：千円、％）

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

（A） 355,838,092 280,208,262 75,629,830 27.0

（B） 348,294,140 275,540,482 72,753,658 26.4

（C）＝（A）－（B） 7,543,952 4,667,780 2,876,172 61.6

（D） 326,368 1,013,454 △ 687,086 △ 67.8

（C）－（D） 7,217,584 3,654,326 3,563,258 97.5

△ 4,744,462 △ 12,341,650 ― ―

165,464,119 169,514,766 ― ―

4.4 2.2 ― ―

標準財政規模※5

実質収支比率※6

実質単年度収支※4

区　分

歳入総額

歳出総額

形式収支

翌年度に繰り越すべき財源

実質収支
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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

（２）歳入・歳出の主な特徴 

① 歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度の歳入総額は、3,558 億 3,809 万２千円で、前年度比 27.0％、756 億

2,983 万円の増となりました。 

○ 特別区税は、納税義務者数の増加による特別区民税の増などにより、前年度比 1.4％、

11 億円の増となりました。 

○ 特別区交付金は、調整税等の減などにより、前年度比 11.1％、85 億円の減となり

ました。 

○ その他の一般財源は、地方消費税交付金の増などにより、前年度比 8.8％、17 億円

の増となりました。 

○ 国庫支出金は、特別定額給付金給付事業費・事務費の増などにより、前年度比

157.9％、790 億円の増となりました。 

○ 特別区債は、将来にわたる財政負担や対象事業の執行状況等を考慮し、前年度比

72.0％、３億円の増となりました。 

（単位：千円、％）

令和元年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額

78,562,537 22.1 1,088,586 1.4 77,473,951

特別区民税 73,548,865 20.7 1,255,586 1.7 72,293,279

67,863,559 19.1 △ 8,493,457 △ 11.1 76,357,016

20,588,025 5.8 1,672,753 8.8 18,915,272

167,014,121 46.9 △ 5,732,118 △ 3.3 172,746,239

129,077,172 36.3 79,028,407 157.9 50,048,765

28,295,194 8.0 6,495,124 29.8 21,800,070

10,564,105 3.0 △ 4,277,110 △ 28.8 14,841,215

財政基金繰入金 8,328,433 2.3 △ 3,071,567 △ 26.9 11,400,000

6,530,376 1.8 1,946,396 42.5 4,583,980

745,400 0.2 312,000 72.0 433,400

13,611,724 3.8 △ 2,142,869 △ 13.6 15,754,593

188,823,971 53.1 81,361,948 75.7 107,462,023

355,838,092 100.0 75,629,830 27.0 280,208,262

特定財源計

合　　　計

国庫支出金

都支出金

繰入金

諸収入

特別区債

その他

区　分
令和２年度

特別区税

特別区交付金

その他

一般財源計
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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

◇歳入決算の特徴 ～特別区と市区町村との比較（令和元年度決算）～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市区町村合計と比べ一般財源の割合が高くなっています。なお、市区町村合計と比

べると、地方税の割合が低くなっていますが、これは一般には市町村税である市町村

民税法人分・固定資産税・特別土地保有税（調整三税）等及び都市計画税が、特別区

では都税として徴収されているためです。 

○ 特別区交付金は、調整三税等を原資として交付されるものです。地方税と特別区交

付金の合計額によって市区町村合計と比較した場合、突出して大きな割合を占めてい

ることが分かります。 

○ 大田区を含め特別区は、地方交付税の不交付団体であるため、地方交付税の歳入は

ありません。 

○ その他の一般財源は、主に地方消費税交付金が多いことから、割合が高くなってい

ます。 

○ 特定財源は、主に地方債による歳入が少ないことから、市区町村合計と比べて割合

が低くなっています。 

 

 

 

 

 

33.4

27.6

27.6

1.8

27.0

27.3

11.4 5.6

6.6

6.8

47.8

38.8

38.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市区町村合計※

特別区合計

大田区

令和元年度決算歳入割合

一般財源 特定財源

地方税 特別区交付金 その他の一般財源

地方交付税
※市区町村合計：市町村、特別区の普通会計決算の純計決算額
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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

② 歳出（性質別） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度の歳出総額は、3,482 億 9,414 万円で、前年度比 26.4％、727 億 5,365

万８千円の増となりました。 

○ 扶助費は、保育園入所者運営費等、子育てのための利用等給付の増などにより、前

年度比 4.7％、45 億円の増となりました。 

○ 公債費は、特別区債発行の抑制や順調な償還により前年度比 16.9％、６億円の減と

なりました。 

○ 普通建設事業費は、単独事業では大田スタジアム維持管理などが減となる一方、補

助事業では中学校の改築の増などにより、前年度比 9.8％、25 億円の増となりました。 

○ 積立金は、防災対策基金への積立ての減などにより、前年度比 44.7％、46 億円の

減となりました。 

○ その他は、特別定額給付金給付事業の増などにより、前年度比 249.2％、685 億円

の増となりました。 

（単位：千円、％）

令和元年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額

41,447,695 11.9 81,292 0.2 41,366,403

101,650,434 29.2 4,540,972 4.7 97,109,462

2,713,940 0.8 △ 550,419 △ 16.9 3,264,359

145,812,069 41.9 4,071,845 2.9 141,740,224

28,008,564 8.0 2,505,964 9.8 25,502,600

補 助 事 業 費 8,034,296 2.3 2,982,734 59.0 5,051,562

単 独 事 業 費 19,974,268 5.7 △ 476,770 △ 2.3 20,451,038

28,008,564 8.0 2,505,964 9.8 25,502,600

49,884,260 14.3 2,592,828 5.5 47,291,432

5,714,524 1.6 △ 4,611,885 △ 44.7 10,326,409

22,901,380 6.6 △ 292,994 △ 1.3 23,194,374

95,973,343 27.6 68,487,900 249.2 27,485,443

174,473,507 50.1 66,175,849 61.1 108,297,658

348,294,140 100.0 72,753,658 26.4 275,540,482

その他経費計

合　　　計

普 通 建 設 事 業 費

投資的経費計

物 件 費

積 立 金

繰 出 金

そ の 他

区　分
令和２年度

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

義務的経費計
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ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

③ 歳出（目的別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 総務費は、特別定額給付金給付事業の増などにより、前年度比 269.9％、744 億円

の増となりました。 

○ 民生費は、保育園入所者運営費等や子育て世帯への臨時特別給付金給付事業の増な

どにより、前年度比 1.6％、24 億円の増となりました。 

○ 衛生費は、地域医療連携の推進や高齢者予防接種の増などにより、前年度比 14.2％、

26 億円の増となりました。 

○ 土木費は、都市計画公園の用地購入や狭あい道路拡幅整備事業などが増となる一方、

土地開発公社貸付金の減などにより、前年度比 13.3％、36 億円の減となりました。 

○ 教育費は、小・中学校の校舎造修等などが減となる一方、小・中学校の校舎の改築

の増や子育てのための施設等利用給付の増などにより、前年度比 1.7％、６億円の増

となりました。 

○ 公債費は、特別区債発行の抑制や順調な償還により前年度比 16.9％、６億円の減と

なりました。 

○ その他は、消防費の防災対策基金積立金の積立の減などにより、前年度比 22.5％、

32 億円の減となりました。 

（単位：千円、％）

令和元年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額

102,009,162 29.3 74,429,978 269.9 27,579,184

153,226,202 44.0 2,411,021 1.6 150,815,181

21,239,296 6.1 2,645,750 14.2 18,593,546

23,546,172 6.8 △ 3,596,863 △ 13.3 27,143,035

34,719,641 10.0 569,156 1.7 34,150,485

2,714,008 0.8 △ 550,419 △ 16.9 3,264,427

10,839,659 3.1 △ 3,154,965 △ 22.5 13,994,624

348,294,140 100.0 72,753,658 26.4 275,540,482

教 育 費

公 債 費

そ の 他

合　　　計

区　分
令和２年度

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費
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◇歳出決算の特徴 ～特別区と市区町村との比較（令和元年度決算）～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市区町村合計と比べて、性質別では扶助費、目的別では民生費の割合が大きくなっ

ています。これは主に児童福祉費と生活保護費の扶助費が多くなっていることが要因

です。 

○ 児童福祉費の扶助費については、保育園入所者に対する給付、乳幼児や義務教育就

学児への医療給付などが主なものです。保育サービス定員は令和２年４月１日時点で

は前年に比べ 697 人拡充し、17,493 人となっています。 

○ 生活保護費の扶助費については、令和元年度月平均の被保護人員は 16,252 人、保

護率は 22.0‰となっています。これは特別区の平均とほぼ同水準、全国平均と比べて

高い保護率となっています。 

○ 公債費は、特別区債の抑制や順調な償還により、特に市区町村合計と比べて割合が

小さくなっています。 

○ 目的別のその他は、主に消防費と農林水産業費が少ないため、市区町村合計と比べ

て割合が小さくなっています。一般には市町村が行う消防は、特別区においては都が

行っていることから歳出額が少なくなっています。 

16.7

15.4

15.0

23.3

31.3

35.2

9.3

1.8

1.2

14.5

13.2

9.3

36.2

38.3

39.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市区町村合計※

特別区合計

大田区

令和元年度決算歳出（性質別）割合

その他経費

人件費 扶助費 公債費

※市区町村合計：市町村、特別区の普通会計決算の純計決算額

義務的経費
投資的

経費

12.0

12.5

10.0

36.7

51.9

54.7

8.3

7.0

6.7

10.8

9.4

9.9

12.6

14.1

12.4

9.3

1.8

1.2

10.3

3.4

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市区町村合計※

特別区合計

大田区

令和元年度決算歳出（目的別）割合

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他

※市区町村合計：市町村、特別区の普通会計決算の純計決算額



 

 

 
- 12 - 

ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

臨時的経費（特別定額給付金給付事業）を除外した決算分析         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 
 

◆歳出（性質別）                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆歳出（目的別）                                

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度の決算の特徴として、国の令和２年度補正予算（第１号）に伴う「特

別定額給付金給付事業」の実施に伴い、歳出ベースで740億9,215万６千円の臨時

的経費が計上されています。 

○ 歳出総額が大きく増加したことにより、性質別・目的別歳出での構成比が例年

と比較して大きく変化しています。 

○ 本ページでは、令和２年度の特殊要因である「特別定額給付金給付事業」を除

外した決算分析を行うことにより、区の財政状況等を区民の皆様に分かりやすく

お伝えします。 

〇性質別でみると、令和２年度は扶

助費の構成比が 37.1%と、過去

最大規模となっています。 
 

〇投資的経費の構成比は、10.2%

と、例年と同規模を維持している

ことが分かります。 
 

〇その他経費の「その他」は、主に

貸付金や維持補修費の減などに

より、前年度比で 50億円の減と

なっています。 

〇目的別でみると、総務費の構成比

は 10.2%、前年度比で３億円の

増となっています。 
 

〇民生費の構成比は 55.9%と、過

去最大規模となっています。 

（単位：億円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

279 10.2 276 10.0 3 1.2

1,532 55.9 1,508 54.7 24 1.6

212 7.7 186 6.7 26 14.2

235 8.6 271 9.9 △ 36 △ 13.3

347 12.7 342 12.4 6 1.7

27 1.0 33 1.2 △ 6 △ 16.9

108 4.0 140 5.1 △ 32 △ 22.5

2,742 100.0 2,755 100.0 △ 13 △ 0.5

増減額

教 育 費

公 債 費

そ の 他

合　　　計

令和２年度 令和元年度
区　分

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

（単位：億円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

414 15.1 414 15.0 1 0.2

1,017 37.1 971 35.2 45 4.7

27 1.0 33 1.2 △ 6 △ 16.9

1,458 53.2 1,417 51.4 41 2.9

280 10.2 255 9.3 25 9.8

493 18.0 473 17.2 20 4.3

57 2.1 103 3.7 △ 46 △ 44.7

229 8.4 232 8.4 △ 3 △ 1.3

225 8.2 275 10.0 △ 50 △ 18.2

1,004 36.6 1,083 39.3 △ 79 △ 7.3

2,742 100.0 2,755 100.0 △ 13 △ 0.5

投資的経費計

物 件 費

積 立 金

繰 出 金

そ の 他

その他経費計

合　　　計

令和２年度 令和元年度 増減額
区　分

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

義務的経費計
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総務費　

民生費　

衛生費　

土木費　

教育費　

公債費　

その他　

区政の運営、地域の振興など

区議会の運営、産業や観光の振興、
防災関係の経費など

特別区債の償還

小・中学校等の経費、体育施設や図
書館の運営など

道路や公園の整備、河川の維持管理
など

保健所の運営、清掃事業、廃棄物対
策など

高齢者や障がい者の福祉、保育園の
運営など

１万円の使いみち                           

 

 

 

 

■目的別 

○ 民生費が 5,588円と一番高く、次いで教育費 1,266 円、総務費 1,018 円と 

なっています。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

■性質別 

○ 義務的経費が 5,317 円と一番高く、主な内訳は扶助費が 3,707 円、人件費が 

1,511 円などです。 

  

 

  

 

 

 

人件費

1,511円

扶助費

3,707円

公債費

99円
普通建設事業費1,021円

その他経費

3,662円
義務的経費

5,317円

総務費

1,018円

民生費

5,588円

衛生費

775円

土木費

859円

教育費

1,266円

公債費

99円

その他 395円

義務的経費

普通建設

事業費

その他経費

扶助費

人件費

社会保障制度の一環として、各種法令

などに基づき、生活困窮者、児童、高齢

者、障がい者などに対して支給されるサー

ビス

職員の給与、手当、共済費など

任意に削減できない硬直性が強い経費

道路、橋梁、公園、学校などの社会資

本の整備等に要する経費

物件費、繰出金や補助費等など、その

他の経費

○ 区の財政をより身近に感じていただくために、令和２年度の歳出がどのような

目的にどれぐらい使われているかを、10,000 円に換算して表しました。なお、本

ページでは「特別定額給付金給付事業」を除外しています。 
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２ 財政指標でみる区財政の状況 

（１）経常収支比率 ※7 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、前年度比で 0.6 ポイント

改善し、85.3％となりました。 

○  これは、特別区交付金の減などにより経常一般財源等総額が減となったものの、

物件費や維持補修費等に充当する一般財源等の減により経常的経費充当一般財源

等も減となったことなどによるものです。 

《用語解説》  

・経常収支比率 ※7 

人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減できない経常的経費に、地方税等の経常一般財源

等がどの程度充当されているかによって財政構造の弾力性を測定するものであり、歳入構造と歳出

構造をリンクさせた総合的な指標です。 

経常収支比率が高いほど新たな住民ニーズに対応できる余地が少なくなり、財政は硬直化してい

くことになります。経常収支比率が 100％を超えるということは、安定的な収入が見込まれる経

常一般財源では義務的な経常経費すら賄えなくなっていることを意味し、不健全な財政状況を示し

ていることになります。 

一般的には 70～80％が適正水準といわれていますが、インフラの集中的な整備が求められた時

代に旧自治省が設定した数値で、現在のようにインフラの整備が一定程度進んだ中では、その水準

は現状にそぐわないという意見もあるところです。 

88.8

85.8

83.3
82.2

79.7
81.1

83.1 83.3

85.9 85.3

86.4 85.8

82.8

80.7

77.8
79.3 79.8 79.1 79.2

81.9

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

H23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2

％

年度

経常収支比率の推移

特別区平均

大田区



 

 

 
- 15 - 

ＯＴＡシティ・マネジメントレポート 

（２）公債費負担比率 ※8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  公債費に係る財政負担の大きさを示す公債費負担比率は、前年度比で 0.3 ポイ

ント改善し、1.4％となりました。 

○  これは、近年の特別区債の発行抑制と順調な元金償還によるものです。 

《用語解説》 

・公債費負担比率 ※8 

公債費充当一般財源等（地方債の元利償還金等の公債費に充当された一般財源等）が一般財源

等総額に対し、どの程度の割合となっているかを示す指標です。 

義務的経費である公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制約しているかによって、財政

構造の弾力性を判断します。 

97 81 78 72
54 50 45 36 33 27

6.3

5.1

4.7

4.0

2.9

2.8

2.5
1.9

1.6

1.4

6.1 5.2

4.6
4.0

3.4

2.8

2.6
2.2

2.5
2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0
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100
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200

250

300

H23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2

％億円

年度

公債費負担比率と公債費の推移

公債費

大 田 区
公債費負担比率

特別区平均
公債費負担比率
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（３）特別区債現在高（普通会計債 ※9） 

 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  特別区債現在高は、前年度比で 17 億円減少し、162 億円となりました。 

○  現在高の推移を見ると、着実に減少させていることが分かります。今後、公共

施設の改築等が集中する時期に備え、発行余力を蓄えています。 

《用語解説》 

・普通会計債 ※9 

 普通会計決算における特別区債現在高は、市場公募債や銀行等引受債の満期一括償還の財源に

充てるため、定時償還相当額として減債基金に積み立てた額などを除いたものです。よって、一

般会計決算における特別区債現在高と一致しません。 

・減税補てん債等 ※10 

 国が景気対策として行った個人住民税等に係る減税に伴う地方公共団体の減収額を埋めるた

め、地方財政法第５条の特例として発行するもので、一般財源として、公共施設等の建設に要す

る経費以外の経費にも充当できる区債です。平成 19 年度地方債計画において皆減となっていま

す。 

311 318 322 297 267 238 210 187 166 153

141 111 81
60

47
35

25
19

13 10

452
430

403

357

313

273

235
205

180
162

0

100

200

300

400

500

600

H23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2

億円

年度

特別区債現在高の推移

減税補てん債等を除く特別区債

減税補てん債等※10
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（４）基金総額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  基金総額は、前年度比で 23 億円減少し、1,119 億円となりました。 

○  そのうち、財政基金が 65 億円減少しており、一般財源の減少による取崩しが

主な要因です。 

《用語解説》 

・減債基金 ※11 

 地方債の償還のための資金を基金として積み立てることにより、長期にわたり財政負担の平準

化を図るものです。なお、普通会計決算において、市場公募債や銀行等引受債の満期一括償還の

財源に充てるために積み立てた額は、公債費として計上することとされています。よって、一般

会計決算における減債基金残高と一致しません。 

（単位：億円）

Ｈ23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 Ｒ元年度 2年度

335 329 353 402 462 532 583 449 545 602 

　　　羽田空港対策積立基金 171 171 172 172 172 172 172 8 10 14 

　　　公共施設整備資金積立基金 158 146 166 211 267 327 368 378 408 439 

　　　新空港線整備資金積立基金 - 5 10 15 20 30 40 60 70 80 

　　　防災対策基金 - - - - - - - - 53 53 

　　　その他 6 7 5 4 4 3 3 3 3 16 

区　分

その他の特定目的基金

432 446 481 532
586 630 650 660

570
505

139 137
138

122
117

97 67 47

27
12

335 329
353

402

462
532 583

449
545

602

906 912 
971 

1,056 

1,166 

1,259 
1,301 

1,157 1,142 1,119 
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H23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2

億円

年度

基金総額と主な内訳の推移

財政基金

その他の特定目的基金

減債基金※11
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（５）実質的な財政負担 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  特別区債現在高に債務負担行為※12 額を加え、基金総額を減じた実質的な財政

負担は、前年度比で 13 億円減少し、平成 19 年度以降マイナスになっています。 

○  今後は公共施設の更新等の需要が多く見込まれます。引き続き、実質的な財政

負担を意識した財政運営を行っていく必要があります。 

《用語解説》 

・債務負担行為 ※12 

数年度にわたる建設工事を一括して契約する場合や、公社等の借入れに対する債務保証を行うな

ど、後年度において支出の義務を負う際に、翌年度以降行うことができる負担額の上限をあらかじ

め決定しておく制度をいいます。 

452 430 403 357 313 273
235 205 180 162

188 242 249
201 229

185 338
305 311 292

(906)
(912)

(971)
(1,056)

(1,166)
(1,259)

(1,301)

(1,157)
(1,142)

(1,119)

△664

Ｈ23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元 2

(1,500)

(1,000)

(500)

0

500

1,000

実質的な財政負担の推移

特別区債現在高

基金総額

年度億円

債務負担行為額 実質的な財政負担（折線）

（単位：億円）

区分 H23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 Ｒ元年度 2年度

債務負担行為額 188 242 249 201 229 185 338 305 311 292

特別区債現在高 452 430 403 357 313 273 235 205 180 162

基金総額 906 912 971 1,056 1,166 1,259 1,301 1,157 1,142 1,119

実質的な財政負担 △ 266 △ 240 △ 319 △ 497 △ 623 △ 801 △ 728 △ 647 △ 651 △ 664
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３ 健全化判断比率でみる区財政の状況 

平成 19 年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、地

方公共団体の財政状況を客観的に表す指標である健全化判断比率の公表が定められて

います。 

 大田区の令和２年度決算による比率は以下のとおりであり、いずれも健全な状況にあ

ることを示しています。 

 

 

 

 

 

早期健全化基準を超えた場合、早期健全化計画の策定・実施状況の報告及び公表が必

要となります。 

財政再生基準を超えた場合、財政再生計画の策定・実施状況の報告及び公表が必要と

なります。財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、原則として、地

方債の起債ができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

‐

（黒字）

‐

（黒字）
-3.7

‐

（黒字）

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断比率の状況

令和２年度決算

(

参

考

)

会計区分と財政健全化比率の対象範囲

公

営

事

業

会

計

一 般 会 計

臨海部広域斎場組合、特別区競馬組合、特別

区人事・厚生事務組合、東京二十三区清掃一

部事務組合、東京都後期高齢者医療広域連合

一

般

会

計

等

（その他事業）該当なし

土地開発公社

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

該当なし

公

営

企

業

会

計

実

質

赤

字

比

率
連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率
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（１）実質赤字比率 

 

 

 

 

（２）連結実質赤字比率 

 

 

 

 

 

（３）実質公債費比率 

 

 

 

 

 

 

 

○  「一般会計等」を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

○  令和２年度の実質赤字比率は黒字のため、「－」となります。 

○  「一般会計等」の実質赤字額に国民健康保険等の公営事業会計の資金不足額の

合計を加えた、連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

○  令和２年度の連結実質赤字比率は黒字のため、「－」となります。 

○  元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率です。 

○  令和２年度の実質公債費比率は、△3.7％となりました。 

○  なお、地方交付税制度の下では、償還金の一定割合を基準財政需要額に積上げ

ます。区は地方交付税制度の対象団体とはなっていませんが、全国一律の比較を

可能にするため、地方交付税制度における需要額に積める金額を算出し、分母・

分子両者から控除しています。 

実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

一般会計等の実質赤字額 ※ 財政健全化指標では、 

黒字の場合は『－』です。 

連結実質赤字比率＝ 

＝ 

連結実質赤字額 

標準財政規模 

※ 財政健全化指標では、 

黒字の場合は『－』です。 

実質公債費比率 ＝ 

（３か年平均） 

（元利償還金＋準元利償還金） 

－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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早期健全化基準が 25.0％以上とされますので、健全な状況を維持しているといえます。 

 

（４）将来負担比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  特別区債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当負担見込額、設

立法人の負債額等負担見込額など、将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模

に対する比率です。 

○  令和２年度の将来負担比率は△92.6％となり、指標としては『－』表記となり

ます。早期健全化基準が 350.0％以上とされているので、実質公債費比率と同様、

健全な状況を維持しているといえます。 

○  将来負担比率は、交付税制度のもとで算定した場合に、基準財政需要額に算入

される額について、地方公共団体の負担から控除するための数値となります。特

別区においては、交付税の交付を受けていないため、総務大臣が便宜上の数値を

算定し、区に提示することとしています。これを『総務大臣が定める額』といい、

財政分析を行う際に、全国の類似団体で比較できるよう、こうした措置が行われ

ています。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入見込額） 

0.5
△ 0.1

△ 0.6

△ 1.2
△ 1.7

△ 2.5

△ 3.5
△ 3.9 △ 4.0

△ 3.7

△ 4.0

△ 3.0

△ 2.0

△ 1.0

0.0

1.0

Ｈ23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元 2

実質公債費比率の推移％

年度


